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配点 評価のポイント 評価方法

1
国民主権に基づく
地方自治、地方税財源の充実・強化

15
○地方分権改革、地方への権限と財源の移譲
○憲法における地方自治の本旨の明確化と合区解消
○地方一般財源の確保

2 国と地方が共に輝く地方創生の実現 15
○地方における人材の育成・確保
○地方大学の振興、東京２３区内大学の定員増抑制の立法措置
○政府機関の地方移転等による新たなひとの流れ

3
将来にわたって持続可能な
社会保障制度の確立

15
○消費税率引上げの際の社会保障財源の確実な確保
○国民健康保険の子どもに係る保険料軽減措置などの支援制度
○地域包括ケアシステム構築の支援、認知症の人を支える体制整備

4
人口減少局面の打開に向けた
地域の未来を支える人づくり

15
○切れ目のない支援による少子化対策の抜本的強化
○子どもの貧困対策の拡充
○福祉人材の労働環境の整備、処遇改善

5
大規模災害からの早期の
復旧・復興と防災・減災対策

15
○大規模災害からの早期復旧・復興
○防災・減災対策に係る体制強化と財源確保
○住宅耐震化の推進

6
誰もが希望を持って活躍できる
働き方改革の推進

5
○ＡＩ、ＩｏＴの活用、長時間労働の是正、テレワークの推進
○女性活躍の推進のための財源確保

7
活力溢れる地域経済の実現に向けた
経済対策の推進

5
○中小企業・小規模事業者の資金繰り・投資促進、海外展開の支援
○ＥＰＡ等に係る農林水産物の必要な国境措置確保、競争力強化

8
自然と暮らしが調和した
エネルギー政策の推進

5
○地域との共生を考慮した再生可能エネルギーの導入促進
○水素社会の早期実現に向けた技術開発・研究、規制緩和

9
地域の誇りを守り育む文化・
スポーツの振興

5
○東京2020オリ・パラに向けた各地での文化プログラム展開
○スポーツ・文化と他産業の融合、アスリート等の育成・強化

10 危機事象に備えた体制の整備 5
○北朝鮮問題への断固とした対応による国民保護
○原子力災害時の災害対応のための体制整備

＋50

▲ 50

100合　　計

　　減点項目

○評点は、各党の「政権公約」及び
「要請事項に対する見解」に、各党要
請文及びこれまでの本会の決議・提言
等における主張が記載されているかを
確認して行う。

○評価項目ごとに配点欄の点数を上限
に各委員が評点する。

平成２９年度衆議院議員総選挙　全国知事会　政権公約評価基準

評価項目

【▲５０点を限度に各委員が必要に応じて減点する】
○政権公約の実現に鑑み、財源の裏付けや、実現のためのプロセスが明らかでないもの
○評価項目以外の公約内容で、本会の主張に反するもの　など

※合計点は１００点を超えないこととする。

【各項目について、＋５点を限度に各委員が必要に応じて加点する】
○「本会の主張以上に踏み込んだ内容であること」「１つの評価項目が非常に充実
　していること」等、基本の配点を超えて評点すべき項目であること　など

　　加点項目
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